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国立大学の内部問題と司法審査

l 最蹴棚昭…3羽叩一月刑町…1円四5日日一法帥
(昭和 46 年(行ツ)第 52 号 単位不認定等進法確認縞求事件)
(民~31 巻 2 号 234頁，判時 843 号 22 頁 1 事件ι 平IJタ 348号 205 頁イ事件)
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事実の概要
(1) 作1 1/:日山大学経済学部の学生であった Xl ら 6名 {原
告・俊訴人上告人) と . 同学部~lJq文字|の学生であった Xz
(原作持訴人) は.昭和 41 年度.A教授担、lí の授業に履
修厄i を従/1 '， のヒ.出席していた。 ところが.年!交の途中
に ， 経i汁下部長 Yl (被告 ・ 被鐙訴人・被 1: :!.j' 人)は A に不
正行為があったなどとして A に対して綬業抑当停止の
嫡 11'[をとるとともに 学生に対して代科の綬業を受講す
るように指示した。 しかし Aは授業を継続し X らも
lìíj ，l己指示に従わず.引き続きこれに出席して試験を受験
し.A より合格判定を得た だが大学側は.Aの授業
および試験は学部の正式なものではないとして. x らに
対してヒ"己授業の単位を認定せず また Xz に対して専
攻科修 fの認定も行わなかった
そこで.X らは学部長 Yl および学長 yz ( 被告・被控訴

人・被 kft人) を被告として.単位認定に|刻する不作為の
逃法官。;1El 目 または単位認定義務の確認、を求めて，訴えを
提起した。 また . Xz は Y2 を被告とする i訴えのなかで，
収攻科修 f認定に IJliI する不作為の泌法{i'{lili~.. または単攻
科修 ]'i認定義務の硲認もあわせて求めた。
(2) 第 l 稼(鳩山地判昭和45.6.6 行lI! 2 lJ.き 6 号 871 頁) は
同立大学の ~ii位認定-専攻科修 f認定は「特別織)J関係
における内部事項J に当たるため.司法審千Eの対象外で
あるとして 訴えを却下した。

~~2'!普 ( 名，5屋高金i尺支判昭和46 ・ 4 ・ 9行集22巻4 号480頁)

は.特別俄)J関係内部の事項であっても一般市民として
の償利義務に tllil わるものについては司法審査の対象にな
るとした その上で.単位認定については市民法上の権
利義務に関わらないとして. x らの持訴を棄却したが，
専攻科修 f認定については市民法秩序に:i!llなるため司法
審公の対象になるとして . X2 の差当í ~該主針j前1J円'/刊iレ川;J求j比ミに |陥附品刻!し自第I~ 1 :審辞に
j必毛しυJ以ぷ した 本l'
して上;作l守?したものでで、ある 。
(3) なお. Y らも 専攻科修]'認定に附する差戻し判
決を不Rli として上告していたが4 これについて最高裁
は.本{午と同じ円に別件の形で上告棄却lの判断をドした
(最判昭和 52 ・ 3 ・ 15民集 31 巻 2 号 280 頁) それによると.
「大学が作攻科修 fの認定をしないことは.実質的にみ
て 一般1打民としての学生の同公立大学の平11m を担任す
ることにほかならないものというべ<.その窓味におい
て学生が一般市民として有する公の施設を利fIlする権
利をU3するものである」から. i '，'.μ文科修 fの認定
不認、定に |刻する争いは司法審査の対象になる」。

判旨
J'.;l,j.::iH I1 
「政 'l'II f!lj-は 慾法に特別の定めがある場合を除いて

一切の法lIt上の争訟を裁判する権限を1-1するのであるが
(裁判所法3条 l 項). ここにいう 一切の法律仁の争訟と
はあらゆる法律上の係争を意味するものではない。 すな
わち.ひと円に法律上の係争といっても.その範囲は広
汎であかその中には事柄の特質上裁判所の司法審査の
対象外におくのを適当とするものもあるのであって.例
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えば.一般市民社会の中にあってこれとは日1I例に rì 律的
な法規範を宿する特殊な部分社会における法律上の係争
のごときは.それが一般市民法秩序と直接の関係を有し
ない|人j部的な問題にとどまる限り.その門主的. (11ft的
な解決に委ねるのを適当とし裁判所の司法官1Eの対象
にはならないものと解するのが. 相当である((本，~~n-
181 TMI' 1 ・・・・参!照) 。 そして大学は. 1司公立であると
私立であるとを IlIJわず. 学生の教育と学術の研究とを 11
的とする教育研究施設であって その設{代目的を達成す
るために必要な議事項については.法令に十告別の胤定が
ない場合でも，学日11 ':7;によりこれを規定し.実施するこ
とのできる自律的.包括的な権能をイI し.一般市民社会
とは異なる特殊な部分社会を形成しているのであるか
ら.このような特殊な部分社会である大JFにおける法律
上の係争のすべてが当然に裁判所の司法審公の対象にな
るものではなく.一般市民法秩序と直接の|具!係をイf しな
い内部的な問題は打 riJ法審査の対象から l徐かれるべきも
のである」。
ここで.大学設泣基準によれば. I 中 小IのJ受ラー (rl，??定)

という行為は，ぅ~!:~I:.が当該授業科目を胤修し試験に介絡
したことを確認する教育上の措世であり.卒業の'ìl!・1'1: を
なすものではあるが.当然に一般市民法秩Jj'; とfI'l般の関
係を fïするものでないことは明らかである それゆえ.
単位授与 (必定)行為は.他にそれが一般市民法秩序と
芭獲の関係を布するものであることを訂iiZするに足りる
特段の 'J~情のない限り.純然たる大学内部の問題として
大学の n主的.自体的な判断に委ねられるべきものであ
って.裁判所の司法審査の対象にはならな L 、」 もっと
も. i特定の授業科日の単位の取得それ自体が一般市民
法上一線の 1ft絡要件とされる場合J については. iその
限りにおいて qt f立授う(認定)行為が一般市民法秩序と
直接の関係をイfすることは否定できないがJ.本件単位
授与 (t認定)行為がそのような性質のものであることに
ついては iXI らはなんらの主張立証もしていない」。

解説

1 本判決の論点と意義
同校大tjt-における単位認定行為は 司法苦手貨の対象

となるであろうか 本件はこの点について.最10G裁が初
めて判断を示した・J~件である。 最高裁は.いわゆる1i'í11
分社会論」を展開して単位認定行為の司法務先対象性
を原日1]として否定した。
部分社会論とは.円律的な法規範をすIする同体 (部分社

会)の内部紛争については.それが一般市民法秩序と I l'f
接関係をイ{ しない IUl り.~該団体の自民的 ・ 門作的な解
決に委ねられ. ，;J ìl;諸F3Eの対象にはならないとする法FI!.
である 。 4.: '1'11 決は.このような部分社会論を判例法JlI!. と
して定式化したlt また . この法理が国公 ÎT. . 私立を附
わず大学の|λl 部紛争に妥当するとした点で i[( '8[:である
2 国立大学の内部問題に対する司法審査の可否

一一従来の考え方と本判決の関係
同立大学における教育上の措置に司法審査が及ぶか停

かに関しては.従~.同立大学の設置者である丙l と'手生
の問には公法".の「特別権力関係J が成、Z しているとの



型山から 何定的に解されてきた ( ...js:f'j:ド級帯判決参照)。

しかしこのような伝統的な理解に対しては.そもそも
旧態法下の「特別権力関係J なる概念門体が新憲法下で
は成立しえないのではないか. また.同じ教育上の措置
であっても同公立か私立かによって叶法審査の可否に関
して紡論が異なりうるのは不合却ではないか との批判
が加えられてきた。
このような背放のなか 本半IJiλが特日IJ権力関係の概念

を ) 1 1 いなかったこと 代わりに部分社会の慨念を rnいて
同公平l、立を区別することなく判断したことには 「一定
の広義」が認められている (慾法判例研究会編 『半IJ 例プラク
ティス慾法 〔増補版JJ [2014] 37917 [111 本飽，~J) ただ.他
方で，司法審査をカテゴリカルに任定する部分社会論そ
のものには，後述のように批判も少なくない。 また.国
公立大学と私立大学とでは，前者が公の施設としての制
約 (政教分離等) を受けるのに対し後{í'は結社の自由に
~づいて教育内容の独白性を主張しうるなと\司法審査
の範凶や続l支を確定する|努に n:i'ますべき差異が存在する
との指摘もある (野坂泰司「団体の内部 1:1 治と司法権」法教
11 0~子 33頁佐藤幸治 『現代国家と;司法機J [1988] 1 82 貞) 。

3 柵去理としての部分社会論の沿革と根拠
部分社会論的な思考は，判傍Ij上は米内山事件決定

(品大決昭和 28 ' 1 ' 16民集 7巻 l 号 1 2Iil における田中耕太

郎裁判宵の少数意見に端を発している 。 田中裁判官は.
「法秩序の多元性」 すなわち.函家内の各社会には固有
の法秩序が作在することを指摘した上で. r裁判所が関
係する法秩序は一般的のもの [flìl家法校序即ち一般的法秩
序JJ のみに限られ.特殊的のもの〔各社会の 「特殊的法秩
序JJ には及ばないj とした。 その後 この田中少数意見
はi位向裁内で影響力を持つようになり 修正を経つつ村
会;薬品山席停止事件判決 (最大判昭和 35 ・ 10 . 19民集 14巻
12号 2633 :Q一本舎 II-18 1 事件) へと発展し4>:判決におい
て，いわゆる部分社会論として l のように定式化された。
もっとも 先行の判例も本判決も，なぜ「法秩序の多

元性」という法理学的認識から.司法織の排除という笑
定法上の帰結が導き出されるのか.その根拠を明確には
していない。 わずかに上記の問中少数立見が 部分社会
に対する司法権の介入が「裁判所万能の弊」と「裁判所
の・Jf務処理能力の破綻」を知きかねないことをその理由
として挙げているが.これが司法機の範開ないし限界を
幽する本質的理由といえるか，疑問も提起きれている
(佐藤 ・ 前拘 173頁)。

4 部分社会論と 「法律上の争訟」 概念との関係
-<jI:判決ーでは部分社会論の根拠が論じられていない

こととも関係して，部分社会論と「法律上の争訟」概念
との関係も IYJ礁ではなし、。 部分社会論が，自ill分社会の内
部紛争を司法権の対象外とするとき，それはそうした紛
争が， そもそも「法律上の争訟J に該当しないからなの
であろうか (内伝的限界の問題) ，それとも ， 純理論的には
「法律仁の争訟J に該当するが審査E を山市IJすべきである
からなのであろうか (外在的限界の問題)。 この点， もし
ri去律上の争訟j の第 l 要件 (当事者IllJの具体的な権利義務
ないし法律関係の存否に|期する紛争であること 〔最宇IJ昭和 56 ・

4 ・ 7民集 35巻3 号 443頁一本書 II - 184 TI~件参照J) '1'の「権利
義務ないし法律関係」が.本判決のいう「一般市民法秩
序」に関係するものであるとすれば. 本判決により.一
般市民法秩序に関わらない部分社会内部紛争は.第 l要
件のイミ允Jtゆえに司法務査の対象外とされたことになる
( 1人l在的限界)。 ただ 他方で。「法律上の係争 J (強調鋒者)
であっても「事柄の特質上J riJ 法務査の対象外とするの
が「適当」なものもあるとの本判決の表現は最高裁が
部分社会命を， r法律上の争訟」の成有に!刻する問題 (本
来であればlλj在的限界に関する問題) として"命じていながら
も った際には外在的限界に関わることとして捉えている
ことを示唆しているようにも読める
5 大学において発生した問題に司法審査が及ぶ場合

本判決によると.部分社会の内部紛争であっても
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それが一般市民法秩序に直接的わるときには.司法審査
が及びうる 部分社会とされた大学においては.それは
具体的にいかなる場合であろうか。
本判決によれば。単位認定行為は原則的に司法審査の

対象にはならないが，法令上特定の授業科 11 の I~-位取得
が|玉|家資絡取得の lìtr提要件とされているときには.一般
市民法秩序との関係性が認められ.司法緋査の対象にな
る可能性がある (半11 Êi参照)。 また， X2 に |測する判決によ
れば.専攻科修了認定も司法審査の対象になる 。 その迎
旨に照らせば.学部卒業認定も同様であろう (判タ 348 号
206-207 Hの解説) ( なお.最高裁はかねてより。 ìil学処分のよ
うな法本的身分に関わる措笹については司法審公対象付ーを認め

ている 〔公立大'-'f'・ lこっき最判昭和29 ' 7 . 30 li:集8巻7 号 1463貞
私立大学につき最判昭和 49 ・ 7 ・ 19民集 28 巻 5 号 790 .fi一本書

J -10 'r~f!牛参照J) このほか 下級審において市民法秩序
との|刻係性が認められた例として， 1:木守:J!奴許可 (福岡地判
昭和 55 ・ 3 ・ 4 訟 )J 26巻4 号 670頁) ， 謎R処分 (点京高宇IJ平成
14. 7 ' 17民集 〔参J 57巻8号 1045頁) ，研究指導の凶行 (東
京地判予 liX; 19 ・ 11 ・ 9 [平 18 ( ワ ) 23809 号 J) をめぐる 'JJ 1'I: な
どがある ( ほかに 1 野J_J'!'.t公美・行政 'I'IJ 例 l守巡 JI ( 第 6版〉
319JT参J!(O 。
なお.司法滞i売が及ぶ場合であっても.苦手査は大学:の

向 fl!性や専門性に配慮した形で実施されることになるで
あろう (X，に関する判決は I 専攻科修了認定について.学則に
照らせば.教育上の専門的価値判断を行うことなく審査できる

ことを強調している また 教育的裁m:の逸脱 i監用の省無を

審査した例として がj拘下級審3 '1'"1決参照最宇11平成8 ・ 3 ・ 8民

集 50巻3 号46917一本占 1 -4 1 事件も参照)

6 部分社会論の展開と評価
本判決後，最高裁が音I1分社会論の ;~~~~\q を受けつつ判

断を下した !JH'ドとしては。政党の除名処分をめぐる故判
昭和 63 ・ 12 ・ 20 (判時 1307号 113頁一本占 II -183 Jl~件) ， P;L
議会における発日の取消命令をめぐる最判平成 30 ・ 4 ・
26 ( 半IJ 時 2377 号 1 0 頁)がある 。 また， ド級容が部分担会
論に依拠して司法務査の対象性を符定したとみられる事
件としては 地方議会政党関述のほか.スポーツ競技
凶体や社会運動団体に|射するものなどがある ( lR:京地判附
和 63 ・ 9 ・ 6 f. IJ タ 691 号 236頁.東京地判平成 6. 12 , 6判タ 908

号 246 頁. !U ;;C 地判手 ÞX: 22 . 12 ' 1 宇11 タ 1350 号 240 頁等)。 た

だ，他)jで最 lG1裁は . 部分社会の典型と 11 される宗教団
体に関して部分社会論に言及することなく専ら「法律
上の争訟」の2~ f' 1: (2 要件につき， liíJ掲最中IJ 昭和 56 ， 4 , 7 

参f!\O の充足性を検討しており， r結局.下IJ例ヒの 『部分
社会の法迎J といわれるルールを確立しようとする試み
は 進展が以られないまま今日に宅っている」と汗され
ている (木 F智史ほか編著 『事例目，)f究慾法 〔釣 2版JJ [2013] 
279頁〔木下J)

そもそも部分社会論は， r法秩序の多元性」をいいな
がら多元的な法的性格を有する団体を「部分社会J とし
て一纏めにし憲法上の根拠を明示することなく.そこ
で発生する多様な紛争について司法審貨をカテゴリカル
に有定しようとするものであり.その妥吋性には疑問が
ある 現在の学界においては， r司法審公の対象となる
か また いかなる司法審査が求められるかは.結社そ
の他の存在の 1::] 的.性格.機能.紛争の性格ないし深度
等々に照らし個別H体的に判断されるべきものJ と考
えられている (佐藤幸治 『日本国懲法論J [2011] 595頁)。
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